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下水汚泥は再生可能エネルギーであり、安定的かつ多量に発生するため、下水
汚泥由来水素は、再生可能エネルギー由来の水素供給源の一つとして期待
第4次エネルギー基本計画における水素社会への取組加速や、水素燃料電池自動
車普及及び水素ステーション整備の本格化、福岡市におけるB-DASHプロジェク
ト等を踏まえ、事業形態に応じた最適なプロセスの組合せや、段階的な取組や
需給予測等を踏まえた実現性の高い計画の策定が必要

【平成27年度委員会の目的】

実際の下水処理場をモデルとして、下水道資源を活用した水素の製造・利用に
ついて実現可能性調査（FS）を実施（弘前市モデル、埼玉県モデル、横浜市モ
デル）
技術面・経済性・環境性等の観点から課題を抽出し、その解決に向けた対応策
の検討を実施

【検討内容】

委員会における検討結果を踏まえ、実施設における水素製造・水素供給の本格
的な事業化に向けて、今後、重点的に取り組むべき具体的施策についてとりま
とめ

【成果】



３自治体モデル比較表

処理施設の各値は、下水道統計平成24年度版や各自治体資料 から引用
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2020

HP

2020

FCV FC
FC FCV FC

62 58 62

69,100m3/ 549,580m3/
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【弘前市モデル】

水 素
燃料電池

電力供給（場内利用）
場内電力単価：14.5円/kWh
（排熱利用は収入を見込まない）

脱水汚泥 水素製造 水素精製

水素
66%

（燃料電池は処理場内に設置）

【埼玉県モデル】
・水素製造施設：公設・民営
・ガス発電、水素供給事業：民設・民営

ガスエンジン

水素供給施設

水素製造
施設

消化ﾀﾝｸ 水素販売価格
100円/Nm3-H2

民設・民営

公設・民営

ﾊﾞｲｵｶﾞｽ購入
15円/Nm3

FIT 39円/kWh

【横浜市モデル】

SOFC-MGTﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞｼｽﾃﾑ FIT 39.0円/kWh

50円/Nm3-H2
（処理場引渡価格）

電 気

膜分離
発電関係

水素製造

水 素
水素精製

排 熱
80円/L （A重油換算）

水素出荷
設備

場内利用、外部供給を想定

民設・民営

消化ﾀﾝｸ

脱水ケーキ引渡
（13,425 [円/t-WS]）

（消化ガス
精製を含む）

・電力を場内利用（公設・民営
燃料電池建設費は交付金活用）

・民設・民営
・200kW発電

公設・民営

電 気

水
素

電 気

ﾊﾞｲｵｶﾞｽ購入
15円/Nm3
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水素関連施設と焼却炉の差額が水素製造単価
と仮定した場合

水素製造・精製
建設費・維持管

理費

水素製造・精製
建設費・維持管

理費

天然ガス購入
費

消化ガス精製
建設費・維持
管理費

消化ガス購入
費
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水素製造単価は、水素供給（ステーション）
コストを含めずに算定。

埼玉県モデルにおいて、原料由来の温室効果ガス排出量まで考慮すると、化石燃料由来
水素よりも、下水由来水素の方が、温室効果ガス排出量が少なく環境性が高い
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埼玉県モデルにおける天然ガスとの比較

消化ガスは下水由来であるため、再生可能
エネルギーである
天然ガス由来水素と比較して、消化ガス由
来水素は、原料由来の温室効果ガス排出量
が計上されないため、環境性が良い結果と
なる



○実際の下水処理場をモデルとした実現可能性調査（FS）を踏まえ、本格的な事業化に向けて、今後、
重点的に取り組むべき具体的施策についてとりまとめ

下水道における水素製造・水素供給の普及展開に向けて

○主な目標
・四大都市圏を中心に数カ所程度の下水処理場で水素製造
・2030年頃までに全国の20箇所程度の下水処理場で水素製造

○今後の施策展開
国土交通省では、地方公共団体や関係する民間事業者等とも連携し、以下の

施策を継続的かつ着実に実施
・リーディングプロジェクトの形成
（FS検討等による具体的案件や先進事例の形成）
・社会資本整備総合交付金等による事業化支援
・低コスト・高効率化のための技術開発支援
・消化施設の導入推進
・下水汚泥処理集約化の推進
・水素需要の拡大
・再生可能エネルギー由来水素の環境性の高さを踏まえた普及促進施策の検討
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平成27年度とりまとめ


